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1 は じ め に

リンゴを取り巻く情勢は,1990年に果汁が自由化された

のに続いて,本年 6月 にニュージーランド産生果が輸入さ

れ,今秋にはアメリカ産も解禁される方向になっている。

このような中にあって,リ ンゴ産地では農業従事者の高齢

化や雇用労働力の不足が進んでおり,リ ンゴ産地の維持発

展を図るうえからも将来に向けたリンゴ作経営のあり方を

検討することが重要な課題となっている。

このような情勢に対応する取組みの一環として,県内で

最もリンゴに特化 している相馬村を対象に,リ ンゴ作経営

の作付規模とその農業所得の関係について検討 したので報

告する。

2調 査 方 法

本調査の対象農家は,相馬村農協の全面的な協力のもと

で,同農協が記帳指導 している農家 (71戸 )の うちから
,

技術水準や経営内容が村の実情からみて妥当と判断される

農家 (44戸 )を選定 した。このため,対象農家は,① l戸

当り平均のリンゴ園規模 (2 5ha)が 村全体の平均 (15

ha)よ りも大きい,② リンゴ栽培に熱心で,積極的に規模

拡大に取り組んでいる農家が多い,③ リンゴ販売先は大方

が農協出荷となっている,等の特徴を有している。なお,調

査年次は,災害等の影響の少なかった1990年産を採用した。

3 調査結果及び考察

(1)作付規模別にみた収益性の特徴

相馬村では,耕地面積の79%を樹園地 (リ ンゴ)が 占め

ており,全農家 (654戸)の91%が リンゴを栽培 している。

これらリンゴ農家の 1戸当り栽培面積は1 5haと 大きく,

3 0ha以上の農家も近年増加をみている。 このように, リ

ンゴに特化 し,農家 1戸当りの作付規模が大きいことでは

県内の トップクラスに位置するのが特徴となっている。こ

のような相馬村の中にあって,今回の調査農家はリンゴ栽

培に熱心な農家が多かったこともあり,農家 1戸当り作付

規模と農家粗収益・農家所得との関係は図 1,2の とおり

であった。

農家間にはかなリバラツキがみられるが,全体的な動き

をみるため折れ線をあてはめてみると,農業粗収益は作付

規模が2 6haま で直線的に増加 しているものの,そ れ以上

の規模になると伸び率が鈍化している。このことは,労働

集約的なリンゴ栽培の多い相馬村にあっては,2 5ha以上

にまで規模拡大ができたとしても単収を直線的に増加させ

ることや販売単価の低下を防ぐことが経営的に難しいこと

を意味している。

一方,農業所得は,農業粗収益の場合に比べ右上がりの

傾向がより鈍っているのが特徴となっている。このことは
,

農業粗収益と同様に一定の規模を超えた場合に単収・単価

を維持することが難しいことに加え,雇用労働費などの農

業経営費は規模拡大に伴い大幅に増大する性格を持ってい

るため,農業所得の伸びが停滞する結果になったとみるこ

とができる。

図 1 リンゴ作付規模と農業粗収益

リンゴ●付規模 (。 /戸 )

図2 リンゴ作付規模と農業所得
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2)階層別経営成果の検討               労働力を家族労働力とうまく調和させ活用を図ること等の

相馬村のリンゴ作経営において,こ れまでみたような規  重要性を経営面から問題提起することができる。
模の拡大と農業所得の増加とがマッチして進まない点を明   このような動きの生じているリンゴ経営の成果を収量 ,

らかにするため,調査対象農家の経営成果を階層別に検討  農業粗収益,農業経営費 (雇用労働費),農業所得ごとに
したのが表 1である。                  各階層間で比較すると

,

この結果からは,リ ンゴ作付規模が 1・ ■・ Ⅲ階層へと

拡大するのに伴い,農業専従者も20・ 30。 37人に増加 し

ているものの,経営規模が最も大きいIV階層になると専従

者が30人 と減少をみている。現行の リンゴ生産は労働集

約的な栽培であるため,各階層とも家族労働力を中心 とし

ながらも雇用労働力の確保をも図っているが,特に,Ⅳ階

層の場合には252人 もの多数の雇用人員を確保 しているも

のの園地全体にわたって■階層までの場合のように集約的

な管理を行うようにはなっていない。このように,Ⅳ階層

の場合にあっては, I・ ■・ 皿階層と同様な栽培管理を維

持し,経営成果をあげることの難 しさが指摘することがで

きる。

これら各階層の実態を踏まえると,現行のリンゴ栽培の

中にあっては,Iv階層のみならずⅡ・ Ill階層の場合であっ

ても,必要な雇用労働力を確保することや,確保 した雇用

① 収量・農業粗収益は作付階層が上昇するはど増加して

いるものの,階層間での農業粗収益の伸びは収量の場合よ

りも劣っている

② 農業経営費や雇用労働費についても階層が上昇するほ

ど増加しており,なかでも雇用労働費の伸びは,Il・ Ⅳ階

層の場合に突出し増加をみているのが特徴である。

③ この結果としての農業所得の伸びは,I・ ■・ nl階層

間では農業粗収益の伸びと同程度になっているものの,Ⅳ
階層では皿階層よりも若干低下をみている

等となっており,経営規模が拡大することに伴い,農業粗

収益よりも農業経営費の伸びが大きくなっており,農業所

得の伸びがその分だけ低下する結果になっている。この場

合,農業経営費の増加を加速する最大の要因として雇用労

働費の拡大があげられる。

表 1 階層別にみたリンゴ作経営の特徴と収益性 (1990年産)

階層

区分

譴
融
０

経営耕地(a) 農 業

専従者

(人 )

延べ労働日数 (人日) リンゴの収益性 (t,千円/戸 ) 専従者1人

当り農業所

得 (千円)

全 体
う    ち

リンゴ園
全 体

う   ち

雇用労働
収 量

業

益収

農

粗

農 業

経営費

う ち

雇用費

業

得

農

所

I
11 144

(100)

583

(100)

79

(100)

324

(100)

7,190

(100)

3,296

(100)

366

(100)

3,894

(100)

1,647

(100)

Ⅱ
23 239

(165)

741

(127)

111

(141)

513

(158)

10,145

(141)

4,532

(138)

553

(151)

5,613

(1“ )

1,844

(112)

Ⅲ
7 318

(221)

935

(160)

158

(200)

656

(202)

12,430

(173)

5,977

(181)

743

(203)

6,453

(166)

1,737

(105)

IV
3 538

(374)

882

(151)

252

(319)

787

(243)

13,318

(185)

6,950

(211)

1,177

(322)

6,368

(164)

2,123

(129)

注 1)階層区分は, I:08～ 2 0ha,■ :20～30,■ :30～40,IV:4 0ha以上とした。
2)農業専従者の年間労働日数は210日 とした。

3)下段の()内 は 1階層を100と した指数である。

4 ま と め

青森県内で最もリンゴ栽培に特化し,高い営農成果をあ

げている相馬村において,農協が記帳指導 している農家を

対象とし,リ ンゴ作経営の作付規模とその農業所得につい

て検討した結果を要約すると次のようである。

① リンゴの農業所得は作付規模が拡大すると共に直線的

に増加するが,2 4ha規模 (農業所得600万円)を境に伸び

率が鈍化している。

② このことは,作付規模が一定の規模を超えた場合に農

業粗収益よりも農業経営費の伸びが 一段と大きくなること

が原因し,特に,農業経営費を拡大させるものとして雇用

労働費があげられる。

③ 現行のリンゴ作経営では,こ のように労働力の違いが

経営成果 (内容)を大きく左右しており,家族労働で栽培

できる範囲を越えた場合には収益性が低下することになる。

④ したがって,今後の国際化や労働力不足に対処 してい

くためには,当面,雇用労働力の確保に努めざるを得ない

ものの,経営規模の拡大や高品質・高収量な省力技術の開

発等がより重要な課題となつている。
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